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合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社と Dongbu Daewoo Electronics Co.,Ltd(本社：Dongbu Financial Center,432 

Tehran-ro,Gangnam-gu,Seoul,大韓民国、代表者：CEO Choi Jingyun、以下「東部大宇電子」

という。)は、それぞれ平成 27 年 12 月７日に開催した取締役会において、合弁会社を設立

することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．合弁会社設立に関する経緯及び目的 

韓国の Dongbu グループの東部大宇電子は、1987 年に大宇グループとして韓国で設

立され、2013 年 2 月にシステム半導体、LED、先端電子材料、IT など様々な電子事業

を営む Dongbu グループに入り、現在の社名となり、「Daewoo」「Klasse」等のブランド

による総合家電メーカーとしてグローバルな事業を展開しております。また、東部大

宇電子の 100％子会社の東部大宇電子ジャパン株式会社(東京都文京区、代表取締

役：姜宰壎(カン・ジェフン)、非上場、以下「東部大宇電子ジャパン」という。)が日

本国内において冷蔵庫、洗濯機、電子レンジを中心とした家電製品の販売事業を展開

しております。 

また、当社は、音楽映像ソフト及びコンシューマーゲーム、「AVOX」ブランドの液

晶画面付 DVD、ブルーレイディスク・プレーヤーや DVD-R、CD-R 等の各種記録メディ

ア等の卸売事業を展開しております。 

以上のことから、当社グループが持つレンタル店、家電量販店、カメラ量販店、ホ

ームセンターを中心とした販売ルートと札幌、仙台、東京、松本、名古屋、大阪、広

島、四国、福岡、鹿児島における営業網並びに当社の物流受託事業（サード・パーテ

ィー・ロジスティクス）の物流加工ノウハウを活用することで、日本国内における東

部大宇電子の「Daewoo」「Klasse」等のブランドの浸透を図り、同ブランドの家電製品

の販売を積極的に展開するとともに、Dongbu グループ及び東部大宇電子が持つ技術、

製品開発力等を活かし、日本市場にあった新たな製品を開発、販売することで、当社

グループの事業領域の拡大と企業価値の向上を図ることができると判断し、当社と東

部大宇電子との間で「Daewoo」「Klasse」等のブランドの家電製品の日本国内における

販売を目的とする合弁会社を設立することを決議しました。 

 

２．合弁会社の概要 

（１） 商 号 シーエス大宇販売株式会社 

（２） 代 表 者 代表取締役社長 丁 一賛（ジョン イルチャン） 

（※注１） 

（３） 本 店 所 在 地 東京都墨田区錦糸一丁目 10 番 10 号 

（４） 設 立 年 月 日 平成 27 年 12 月 14 日（予定） 

（５） 主 な 事 業 内 容 「Daewoo」「Klasse」ブランドの冷蔵庫、洗濯機、

  



テレビ、電子レンジ等の家電製品の輸入販売 

（６） 決 算 期 ２月末日 

（７） 資 本 金 5,000 万円 

（８） 出 資 比 率 株式会社シーエスロジネット        81.1％ 

Dongbu Daewoo Electronics Co.,Ltd  18.9％ 

（※注１）丁 一賛氏は、当社の常務執行役員（LED 事業部 統括部長）を兼務して

おります。 

 

３．東部大宇電子の概要 

（１） 名 称 Dongbu Daewoo Electronics Co.,Ltd 

（２）  本 店 所 在 地 Dongbu Financial Center,432 Tehran-ro, 

Gangnam-gu,Seoul,Korea 

（３） 代表者の役職・氏名 CEO Choi Jingyun 

（４） 事 業 内 容 冷蔵庫、洗濯機、電子レンジ、テレビ等家庭電化製

品の製造販売 

（５） 資 本 金 167,264 百万ウォン 

（６） 設 立 年 月 日 1987 年 9 月 

（７） 当社と当該会社との

関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

    

４．日程 

平成 27 年 12 月 ７日 合弁契約締結 

平成 27 年 12 月 14 日 合弁会社設立（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件により、当該合弁会社は当社の連結子会社となりますが、当社グループの平成

28 年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。今後の連結業績に重要な影響

が生じることが明らかになった場合には速やかに適時開示いたします。 

以 上 

 

 

 


